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第1表 農 家 支 出 の 推 移 (1戸平均)
(単位 :1,000円)
528.8 100% 133.5 25.2% 368.4 69.7% 26.9
1,788.9 100 476.6 26.6 1,225.2 68.5 87.1
5,676.9 100 1,468.6 25.9 3,942.0 69.4 266.3
(注)農水省 r農家経済調査報告)による｡
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第 2表 農家と勤労者世帯の1人当たり家計費表
全国農家 都府県経営耕地規模別 (農家) 勤 労 者 世 帯
0.5ha未満 0.5-l九a 1-1.5 1.5-2 2ha以上 全 国 人口5万人以上の都市 人口5万人未満の市 町 村 うち町 村
1960年度 60.7 63.8 I58.0 58.3 58.7 61.9 69.9 80.0 85.7 - -
1961 68.9 74.0 65.8 69.8 76.7 90.8 97.6 - -
1962 78.1 82.5 74.6 77.4 83.1 102.7 108.9 87.0 -
1963 88.8 93.4 85.0 86.2 95.0 115.9 124.3 97.4 94.9
1964 101.2 106.8 97.1 97.1 104.6 127.7 135.4 109.5 108.2
1965 115.5 120.8 111.0 110.0 116.7 139.7 147.3 121.9 118.9
1966 130.8 135.3 128.5 124.2 123.3 134.2 154.1 162.3 134.3 131.9
1967 156.0 170.0 150.7 145.3 144.0 160.0 170.7 179.4 147.6 144.5
1968 177.4 196.6 172.0 161.5 162.9 175.6 194.2 199.9 177.4 176.1
1969 207.6 228.5 205.3 195.7 200.2 206.7 218.8 225.4 200.7 198.8
1970 236.8 264.0 231.5 222.9 215.8 224.4 248.6 255.7 228.9 229.1
1971 267.9 298.8 266.5 251.8 238.8 238.7 273.7 280.0 253.7 253.4
1972 311.5)(832 354.8 304.4 286.8 277.6 277.1 303.8 308.2 288.1 286.2
1973 380.5 417.6 380.3 358.5 335.8 347.1 359.5 367.4 335.1 335.6













単位 1966年度 1967年度 1968年度 1969年度 1970年度 1971年度 1972年度 1973年度
農寡 世 帯 員 数 (丑 人 5.17 5.09 5.01 4.92 4.84 4.74 4.66 4.63
うち 就 業 者 数 (診 人 2.71 2.73 2.71 2.71 2.66 2.64 2.64 2.61
農 家 総 所 得 ③ 千円 948.1 1,135.1 1,252.8 1,403.4 1,596.4 1,779.9 2,150.1 2.690.0
可 処 分 所 得 (参 千円 876.2 1,051.5 1,152.4 1,290.2(5344) 1,453.3(5329) 1,6 00.8(5 6) 1,913.6(69 ) 2,393. 2(7815)
農 業 所 得 (9 千円 413.3 510.1 527.0 529.3 508.0 469.6 585.2 742.0
全里 世帯月1人当たり農家総所得 ⑥-③/(》 千円 183.4 223.0 251.3 285.2 329.8 375.5 461.4 581.0
世帯月1人当たり可処分所得 ⑦-④/① 千円 169.5 206.6 230.0 262.2(381) 300.3(334) 337.7(281) 410.6(288) 516.9(291)
農■業 所 得/農 家 総 所 得 ⑧-⑤/③J % 43.6 44.7 42.1 37.7 31.8 26.4 27.2 27.6
勤 世 帯 月 数 (1) 人 44.05 4.02 3.93 3.89 3.89 3.88 3.84 3.85うち 有 業 者 2 154 154 15 153 156 1154 153 153
労着港 実 収 入 (3)千円 869.6 966.7 1,067.7 1,201.8 1,390.5 1,520.6 1,713.0 2,048.4可 処 分 所 得 (4)千円 793.5 885.4 980.0 1,106.2 1,275.1 1,395.9 1,563.3 1,862.0
帯 勤 め 先 収 入 (5)千円 812.8 908.1 997.2 1,122.0 1,300.1 1,425.0 1,606.9 1,926.7
蛋 世帯月 1人当た り実収 入 (6)-(3)/(1) 千円 214.7 240.5 271.7 308.9 357.5 391.9 446.1 532.1
早 世帯員1人当たり可処分所得 (7)-(4)/(1) 千円 195.9 220.2 249.4 284.4 327.8 359.8 407.1 483.6
勤 め 先 収 入/実 収 入 (8)-(5)/(3) % 93.5 93.9 93.4 93.4 93.5 93.7 93.8 94.1
勤労者に対する農家の割合 世 帯 当 た り 所 得 ③/(3) % 109.0 117.4 117.3 116.8 114.8 117.1 125.5 131.3
世 帯 月 1人 当 た り 所 得 (参/(6) % 85.4 92.7 92.5 92.3 92.3 95.8 103.4 109.2
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農家所得､生活水準､家計費支出であったという
逆転である｡つぎに指摘すべきは､家計費支出の
増加-農家労働力価値の増大であり､また､農家
労働力の再生産の構造の変化である｡そして､農
家労働力の就労-労働の社会化をつうじて､農家
労働力が農家労働力の形態を保有したまま直接に
資本と雇用関係に入ったことである｡
8.農業問題の ｢未解決｣という論点
｢現段階の資本主義体制の下では農民の小生産が
資本主義的発展の方向をとることは困難であり､
したがって零細農制の崩壊というプロセスのみが
一方的に進んで､結局農業問題が未解決のままに
おかれた｣(P.82)という論述がある｡
｢農業問題の F解決』とは何か｡･･･.･･具体的には
『7oルジョア的土地所有の確立』(レーニン ｢ふみ
ならされた道を｣全集第15巻､81頁)にほかならな
い｡しかるに､戦後の日本農業においては-･-そ
のような形での農業問題の 『解決』すなわち､ブ
ルジョア的土地所有の確立はついに果されなかっ
た｡したがって､農業危機はまず何よりも､土地
所有の危機 (戦前では地主的土地所有の､戦後で
は零細私的土地所有の崩壊ないしそれへの傾斜
が日本資本主義の危機深化につながるという意味
で)として把握されねばならない｡.
具体的にいえば､戦後わが国農業の零細所有-
零細経営が独占資本による搾取 ･収奪の基盤とし
て全面的に利用され､その故に小農民経営として
の自立的基礎が根底から崩されようとしている事
態､いいかえれば零細所有-零細経営が資本主義
的解決の展望が与えられないままに､その崩壊の
みが進行し､国民経済の全体制のズレが極度に拡
大していくプロセスそのものに農業の危機を見出
し､それが同時に独占資本の支配体制ないし存立
条件を脅かすものとして農業危機たらざるをえな
いという捉え方である｣(P.82-83)0
私見であるが､まず
(1)｢農業の資本主義的再編成｣について考える｡
上原さんは ｢農業の資本主義的再編成｣(P.82)
と ｢小生産が資本主義的発展｣(同)することを同
義にしているが､区別すべきではないか｡前者は
資本主義化の広義の概念であり､後者は狭義と解
するからである｡例えば1960-70年代に実現する
兼業化は､農家労働力の ｢自由な労働力｣への転
化､｢資本と労働の関係｣の成立を促進した｡資本
と労働の関係は兼業化もその一つ､小生産の資本
主義的発展もその一形態である｡尚､農基法農政､
構造改善事業は､零細農制の改善-家族経営の大
規模化､改善を日ぎすものであり､｢零細農制のい
きづまりを独占の側から資本主義的に 『解決』し
ようとする農業構造再編政策-『農業近代化』政
策｣(P.82)ではなかった｡
(2)つぎに､零細農制の崩壊について考えたい｡
｢現段階の資本主義体制下では､農民の小生産が資
本主義的発展の方向をとることは困難であり､し
たがって､零細農制の崩壊というプロセスのみが
一方的に進んで､結局､農業問題が未解決のまま
におかれた｣(P.82)0
この事態は全面的兼業化のプロセスを指すもの
であるが､単純に ｢崩壊｣と云うものではない｡
従来の家族経営農業､｢小生産｣が兼業化し､農外､
農業両面にわたる就労を実現し､主として農外所
得によって家計費支出を充足し､つまり労働力の
再生産を達成し､そのような労働力の一部を以て
農業就労を確保する､そういう新しい兼業的経営
形態を創出したのであるo私はこの創出を重視す
る｡そして重要なことは､従来の ｢小生産｣家族
経営農業が ｢崩壊｣したことである｡それは直ち
に農業経営の資本主義的発展を意味するものでは
ないが､少なくともその先行的条件の不可欠の一
部をなすものである｡核心は､資本と労働の関係
が基本的に貫徹するようになったことである｡
(3)｢農業問題が未解決のままにおかれた｣こと
について｡説明によると､農業問題の ｢解決｣と
は ｢ブルジョア的土地所有の確立｣(レーニン)に
ほかならないとある｡そして ｢現段階の資本主義
体制下では-･-結局､農業問題が未解決のままに
おかれた｣と指摘される(P.82)｡この場合､｢ブル
ジョア的土地所有の確立｣とは､英国において18
世紀半ばに成立した資本家的借地経営が展開した
｢三分制度｣(P.14)のような制度であるとすると､
今日､発達した資本主義国をふくむすべての資本
主義国において､農業問題は未解決のままである
ことになる｡かりに上原さんの見解がそのようで
あるとするならば､農業問題の未解決は現存する
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資本主義国の普遍的現象であって､実践的には資
本主義の変革にまつという推論が可能となる｡つ
まり社会主義的変革によるブルジョア的土地所有
の確立といういくらか奇怪な事態が想定される｡
つぎは､このような想定とは別に日本 ｢農業問
題｣について指摘がある｡｢戦後の日本農業におい
ては､--農業問題の 『解決』すなわち､ブルジ
ョア的土地所有の確立はついに果されなかった｡
したがって､農業危機は､まず何よりも土地所有
の危機 (戦前では地主的土地所有の､戦後では零
細私的土地所有の崩壊ないしそれ-の傾斜が､日
本資本主義の危機深化につながるという意味で)
として把握されねばならない｣(P.82)0
この論述は､日本農業の実際の推移と併せ考え
ると難解である｡推論すると､｢土地所有の危機｣
が ｢日本資本主義の危機深化につながる｣ところ
の ｢零細私的土地所有の崩壊｣であるとすると､
｢農業危機｣はとりわけて1960年代-1970年代の現
象ということであるのか｡その以前の時期､すな
わち ｢零細私的土地所有｣が安定的に推移した､
例えば1950年代においては､｢土地所有の危機｣は
発現せず､｢農業危機｣として把握される事態では
なかったのであろうか｡
この推論も確定できない｡なぜならば､その時
期に該当する ｢農地改革によってはもとより､改
革後も､そのような形での農業問題の 『解決』す
なわち､ブルジョア的土地所有の確立はついに果
されなかった｣(P.82)とあるからである｡その意
味では農地改革-｢零細私的土地所有｣の確立に
よっても､それが｢ブルジョア的土地所有の確立｣
に至らなかったのであるから､農業問題は末 ｢解
決｣ということになる｡はたしてそうであろうか｡
私の論点を提出すると､｢ブルジョア的土地所有
の確立｣は ｢零細私的土地所有の崩壊｣という廃
嘘のうえにのみ可能となるのではないか｡そうで
あるとすると､1960年代以降の零細農制の｢崩壊｣
-｢零細私的土地所有の崩壊｣の開始はまさに｢ブ
ルジョア的土地所有の確立に至る道程にあるので
はないか｡かく_て ｢農業問題の解決｣の端緒が切
り開かれたのではないか｡これは上原さんの設け
た論理にのっとった私の推論であるが､ひるがえ
って ｢農業問題の未解決｣という問題提起に､ど
れ程の実践的意義があるのか疑わしい｡
(4)｢農業の危機を見出す｣ことについて｡まず､
｢零細的土地所有の崩壊｣-｢土地所有の危機｣-
｢農業危機｣という関係把握について考える｡具体
的には ｢戦後わが国農業の零細所有-零細経営が
独占資本による搾取 ･収奪--の故に小農民経営
としての自立的基礎が根底から崩されようとして
いる事態｣に ｢農業の危機を見出す｣のであるが､
それははたして危機であるのか｡またそれが ｢日
本資本主義の危機深化につながる｣ものなのであ
ろうか｡｢零細所有 -零細経営｣の崩壊は理論上､
｢ブルジョア的土地所有の確立｣の前提であるから､
それは歴史的進歩を意味するのであり､これを以
て ｢農業の危機｣とみなす論理的必然性はないと
思う｡
つぎに､｢工業に対する農業の絶望的立ちおくれ
(隔絶的格差構造)｣(P.82)について考える｡｢国
民経済の全体制とのプレが極度に拡大していくプ
ロセスそのものに農業の危機を見出し､それが同
時に､独占資本の支配体制ないし存立条件を脅か
すものとして､農業危機たらざるをえないという
捉え万である｣(P.83)｡簡単に云って､そのよう
な ｢ズレ｣のない工業､農業関係は資本主義の初
期の一時期､工業化の初期にのみあるのであって､
｢ズレ｣の拡大は､資本主義あ発展過程そのもので
ある｡かりに工業 ･農業関係が資本主義の存立を
脅かすことがあっても､資本主義はこれを克服し
て発展してきた｡これは歴史的事実である｡その
事態を ｢農業危機｣とする ｢捉え方｣には無理が
ある｡
(すがぬま まさひさ 教授)
(1992.9.30受理)
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